












【対象と方法】きつこう会多根総合病院にて 年１月から 年 月の期間に不規則抗体スクリーニングを
実施し、同定された症例を対象とした。同定された抗体を温性、低温性に分け、適合血の確保状況、交差適合
試験の適合率を調べ、低温性抗体については患者診療録から輸血副作用の有無を確認した。
【結果】不規則抗体スクリーニングの総件数及び患者数は、 件、 名で、陽性件数は 件（ ％）
であった。このうち、不規則抗体が同定された件数は温性抗体が 種類 件、低温性抗体が３種類 件であり、
低温性抗体の特異性は抗 件、抗Ｍ３件、抗 件であった。このうち、抗 では３件のクームス活性
例を認めた。
　温性抗体の抗原陰性血の確保状況は ％で、抗原陰性血を用いた交差適合試験では、低頻度抗原によると
思われる不適合が確認された１件を除き、すべて適合した。
　低温性抗体については、抗 のクームス活性例を除き抗原陰性血は確保されていなかったにも関わらず、
交差適合試験で抗Ｍの量効果による不適合が２件みられたのみで、他はすべて適合していた。低温性抗体陽性
例で、輸血が実施されたのは抗 のみであったが、副作用は認められなかった。
【考察】
今回、温性抗体を保有する患者については抗原陰性血が確保されていたが、低温性抗体を保有する患者につい
ては確保されていなかった。ただし、クームス活性を認める抗 に関しては、稀に即時型あるいは遅延型の
溶血性副作用を起こすことがあるため、抗原陰性血が確保されていた。本解析における低温性抗体陽性例で、
抗原陰性血の確保状況に関わらず輸血による副作用は認められなかったことから、臨床的意義は乏しいと考え
られた。
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＜はじめに＞ わかば園では、平成 年度より、主として自閉症スペクトラムの児童に対して、外来集団言語
療法を行い、子ども同士のコミュニケーションやソーシャルスキルにおいて訓練効果が見られ、またその効果
が家庭や所属集団において般化が見られた。今回我々は、これまでの集団療法を児童の所属機関との連携をさ
らに強化して行い、また児童の所属機関の担任による児童の訓練効果の客観的評価を加えて、これまでのもの
と比較検討を行ったので報告する。
＜方法＞集団言語療法の方法は、５名前後のほぼ同年齢を１グループとして、週１－２回の頻度で（１回 分）、
計８－ 回行うもので、目的はルールやソーシャルスキルの学習と、自己有能感の育成、机上活動を通して学
習態度を身につけることである。内容はⅠ環境設定により集団に慣れて楽しむ時期、Ⅱ話す・聴く・見る活動
や共同活動により集団性を高める時期、Ⅲロールプレイなどで課題を実行する時期で構成される。本研究の方
法としては、１）対象は、自閉症スぺクトラムの約５歳の子どもで、平成 年度集団の６名の１集団（連携強
化群）と、コントロールとして平成 年度６名と４名の２集団であった。２）児童の所属機関との連携の方法
として、これまでは訓練終了後に訓練中の児童の様子や集団での配慮すべき点など、保護者を通じて書面で届
けるのみであったのに対し、今回の平成 年度の集団では、訓練前に所属集団での児童の様子や相談ごと等を
担任に調査した上で、終了後にこれまで同様個別の結果を個々に渡した後に、全員の担任と同時に研修懇談会
を持った。その内容は集団療法の内容や、発達障害の特性、集団教育での対応方法についてや意見交換であっ
た。３）訓練効果に関する客観的評価法では、対象児童の担任に、 項目のソーシャルスキルについて、各５
段階評価で、訓練開始前と訓練後すぐと３ヶ月後の３時点でのものを依頼して行った。（コントロール群には、
平成 年度に振り返りで調査を依頼した）。
＜結果と考察＞ 担任による有効な評価が得られたのは、連携強化群４／６名、コントロール群合計６／ 名
であった。児童の訓練前後の行動変化に関して、両群とも訓練終了後３カ月においても改善傾向が認められ、
訓練効果が集団生活の場で般化されていると考えられた。連携強化群における訓練効果の優位性は数値的には
証明できなかったが、担任からは他の子どもへの般化や対応の理解、当園への関心や今後の連携に有効である
ことがわかった。
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　東日本大震災における死亡・行方不明者の規模は阪神淡路大震災の４倍以上である。
　さらに、地震、津波による直接死以外の関連死とよばれる内科疾患死の増加が懸念された。 年４月 日
付読売新聞は、３月末までに 病院で記録された関連死 人の死因についてまとめた。それによると呼吸器
疾患が ％と最も多く、次いで循環器疾患、脳血管疾患と続き、阪神・淡路大震災における関連死と同じ順位
であった。阪神・淡路大震災で関連死の ％を占めた肺炎は、われわれの研究から口腔清掃の不備による誤嚥
性肺炎が多かったと考えられ、今回の震災報道でもその研究結果が数多く引用された。
　震災後、被災地支援活動として避難所及び福祉避難所で口腔内検診を行った結果、福祉避難所に収容された
要介護者において口腔内環境の悪化が顕著に認められた。阪神・淡路大震災においても虚弱高齢者の肺炎が顕
在化したことから、災害時には避難所、とりわけ福祉避難所における口腔保健の徹底が重要な課題となる。加
えて服薬指導や摂食困難者、発動性低下者に対する対策、介護専門ボランティアの投入なども併せて実施する
ことが必要であろう。これらから、本研究は関連死を防ぐ効果的な方略を明らかにし、これらを提言した冊子
を全国の自治体に配布することが目的であった。　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　
　現地での支援活動や現地調査、アンケート調査の結果より、東日本大震災において福祉避難所になった社会
福祉施設の中には、少ない介護力でありながら定員をオーバーして被災者を受け入れたところが多くあったと
見聞きした。しかし、福祉避難所を含めた社会福祉施設、とりわけ介護老人福祉施設では、介護ボランティア
の受け入れは少なかった。さらに、歯科医療従事者のボランティアの受け入れも多くなかった。口腔ケアの重
要性を認知している介護老人福祉施設は少なくなかったが、やはりマンパワー不足や水不足により口腔ケアの
実施は困難であった。震災後の施設利用者の体調の変化について、肺炎や熱発、心筋梗塞などの症状があげら
れる。継続が必要な服薬も、物資の不足から継続出来ない状況や、また毎回異なる名前の薬を投薬されるなど
混乱があった。
　アンケート調査は、岩手県と宮城県、福島県の介護老人福祉施設を対象に実施したが、今後は特別養護老人
ホーム等の社会福祉施設へも実施したいと考える。
「災害関連死予防のための避難所支援のあり方に関する研究」
～東日本、阪神・淡路大震災、中越、中越沖地震の経験から～
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